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衆議院厚生労働委員会ニュース 

平成 27.7.31 第 189回国会第 32号 

 

7月 31日（金）、第 32回の委員会が開かれました。 

 

１ 厚生労働関係の基本施策に関する件 

・塩崎厚生労働大臣、永岡厚生労働副大臣、山本厚生労働副大臣、薗浦外務大臣政務官、高橋環境大臣政務官及び政府

参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

足 立 康 史君（維新） 

・我が国の戸籍制度が少子化に及ぼす影響について厚生労

働大臣の所見を伺いたい。 

・少子化対策として、第２子以降の出生を促進する施策と

ともに、第１子に係る結婚・出産促進策も検討していく

必要があるのではないか。 

・内服薬の処方、包装、流通の実態に応じた有効期限の設

定を検討すべきではないか。 

 

重 徳 和 彦君（維新） 

・第三者から提供された卵子を用いて体外受精した場合の

子どもの出自を知る権利や家族法上の問題に関する厚

生労働省における検討状況を伺いたい。 

・不妊治療を行い体外受精に至った夫婦に対して、国の助

成制度を拡充する必要性があるのではないか。 

・子どもの発達障害の早期発見・早期療育のために５歳児

検診など検診の充実を図るべきではないか。 

 

木 村 弥 生君（自民） 

・今後の超高齢化社会を支える看護職の夜勤体制など労働

環境改善を推進すべきと考えるが、厚生労働省の見解を

伺いたい。 

・特定行為に係る研修へ看護師を派遣する訪問看護ステー

ションや介護施設に対し、代替要員の確保などへの財政

支援を行う必要があるのではないか。 

・子供の貧困対策を進めるに当たっては、ひとり親家庭の

子供の孤立防止、居場所づくり、ひとり親の就労に資す

る資格取得の支援が重要と考えるが、厚生労働省の見解

を伺いたい。 

 

 

 

中 野 洋 昌君（公明） 

・今後も最低賃金を継続的に引き上げることで、アルバイ

トを含む全ての労働者の賃金を引き上げるようにすべ

きと考えるが、山本厚生労働副大臣の決意を伺いたい。 

・学業に支障を生ずるいわゆるブラックバイトについて、

実態を把握した上で、是正の指導等今後の取組を行うべ

きと考えるが、厚生労働省の見解を伺いたい。 

・学生に就職活動の終了を強要するいわゆるオワハラは是

正すべきと考えるが、厚生労働省としてどのように対応

するのか伺いたい。 

 

山 井 和 則君（民主） 

・年金情報流出事案に関する日本年金機構の調査委員会の

調査結果はいつ発表されるのか。 

・企画業務型裁量労働制を営業職や入社４年目以降の若手

の社員に広く適用することは合法であるか伺いたい。 

・「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に従った

裁量労働制の実態調査を行った上ではじめて、企画業務

型裁量労働制の対象業務を拡大する法律案を審議すべ

きではないか。 

 

大 西 健 介君（民主） 

・労働者派遣法改正案の成立が施行期日である９月１日に

間に合わないおそれがある状況に対し、厚生労働大臣は

どう対応するのか。 

・下の子について育休に入ると上の子が退園を求められる

いわゆる育休退園を防止するため、厚生労働省は市町村

に対し統一的な指針を示すべきではないか。 

・樺太・北朝鮮における死亡者名簿を政府として公表する

方針に転換したのはなぜか、また、外務省はロシア政府

への働きかけや資料翻訳に協力すべきではないか。
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岡 本 充 功君（民主） 

・病児保育事業の実施方法について、簡便な方法も含めて

実施が可能である旨の周知を急ぐべきではないか。 

・地域医療介護総合確保基金における病院内保育所運営事

業について、設置した施設の職員だけではなく、近隣の

医療・介護施設に勤務する職員の児童も利用者に含める

ことが可能である旨の解釈を都道府県に通知すべきで

はないか。 

・東京電力福島第一原子力発電所における緊急作業に従事

した作業員に対しては、離職した者等についても継続し

て健康診断の受診を勧奨すべきではないか。 

 

西 村 智奈美君（民主） 

・非正規雇用労働者の育児休業の取得は低位で推移してお

り、取得要件が厳しすぎるのではないか。 

 

・有期雇用契約労働者に係る育児休業の取得要件のうち、

正規雇用の労働者の要件にないものは、家族的責任を有

する労働者の機会均等及び均等待遇を定めた国際労働

機関（ＩＬＯ）第156号条約及びＩＬＯ第165号勧告に違

反し、撤廃すべきではないか。 

・厚生労働省の研究会や審議会等における育児休業法の改

正に係る検討の段階で厚生労働大臣としてリーダーシ

ップを発揮する考えはあるか。 

 

堀 内 照 文君（共産） 

・アスベストによって健康被害に遭い、労災認定を受けた

人々の現状及び今後の推移について、厚生労働大臣の認

識を伺いたい。 

・石綿の健康リスク調査で得られた知見を石綿健康被害救

済制度の認定に反映すべきではないか。 

・石綿健康被害救済制度による救済給付額を労災保険給付

と同等のレベルに引き上げるべきではないか。

 


